
甲府市下水道施設へのウォーターＰＰＰ導入検討に関する
アンケート調査（サウンディング調査）

事業概要書（案）

令和7年11月 甲府市上下水道局

本資料には、検討中の情報が多く含まれており、今後内容の変更可能性があることにご留意いただくとともに、
情報の取り扱いについても十分ご留意ください。
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１．アンケート調査の趣旨
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調査趣旨

甲府市上下水道局（以下「本局」という。）では、下水道事業への官⺠連携事業（ウォーターＰＰＰ）の
導入を検討しています。

本調査は、官⺠連携事業（ウォーターＰＰＰ）の導入を検討するに当たり、甲府市下水道事業の概要や
課題、現時点での基本⽅針（案）を提⽰し、⺠間企業の皆様の参入意向や事業内容等に対する考えを把
握することを目的としています。
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２．甲府市下水道事業の概要
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甲府市下水道事業の概要

市政概要（令和7年8月時点）
 人口 183,032 人
 面積 212.47Km2

下水道事業の概要（令和６年度末）

事業 単独公共下水道 峡東流域関連公共下水道
供用開始年月日 昭和37年8月1日 平成5年7月1日
排除方式 分流式（一部合流式） 分流式
事業計画処理人口 179,960人 4,380人

事業計画区域 汚水4,040.4ha
雨水2,994.2ha

汚水379.7ha
雨水135.0ha

処理場 1か所 甲府市浄化センター −

ポンプ場 2か所 住吉中継ポンプ場
池添ポンプ場 −

マンホールポンプ・スクリーン 120箇所（マンホールポンプ：117か所、スクリーン：3か所）
管きょ 約874km（汚水）、約92km（合流）、275km（雨水）
雨水桶門 27か所

 本局における下水道事業は単独公共下水道、峡東流域関連公共下水道の2事業から構成されており、各排除⽅式、事業計画処理人口・
区域については次のとおりです。

 対象施設の詳細については、次頁に記載します。
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甲府市下水道事業の概要
対象施設

種別 管路延⻑[m] 排除方式 供用開始 包括の有無

公共
汚水 815,942 分流 S37.8 なし
雨水 274,978 分流 なし
合流 92,340 合流 なし

特環 汚水 58,381 分流 H5.7 なし

（１）管路

種別 処理区 施設数
（箇所）

排除方式 供用開始 包括の有無

公共 大津処理区 78 分流 なし
大津処理区 4 合流 なし

特環 峡東処理区 38 分流 なし
合計 120

（２）マンホールポンプ・スクリーン

種別 施設名 施設数
（箇所）

排除方式 供用開始 包括の有無

公共 住吉中継ポンプ場 1 合流・分流 S37.9 あり
池添ポンプ場 1 分流（雨水） S47.6 あり

計 2

（３）ポンプ場※

（４）雨水調整池

（５）下水処理場※

種別 処理区 施設数
（箇所）

排除方式 供用開始 包括の有無

公共
大津処理区 1 分流

（雨水） S59 なし

大津処理区 2 分流
（雨水） H6 なし

種別 施設名 処理能力
（m3/日）

排除方式 供用開始 包括の有無

公共
甲府市浄化

センター
日最大
122,600

分流
（一部合流） S55.8 あり

既設能力
159,500

（６）桶門
種別 処理区 施設数

（箇所）
排除方式 供用開始 包括の有無

公共 大津処理区 27か所
（31ゲート） 分流 なし
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※処理場・ポンプ場における包括的⺠間委託の概要はP9に⽰します。

※処理場・ポンプ場における包括的⺠間委託の概要はP9に⽰します。



管路施設の維持管理業務では、計画的業務の発注件数が多く、次いで改築工事や地
震対策が多くなっています

管路施設の維持管理業務実施状況
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業務区分
発注件数（件）

R2 R3 R4 R5

改築業務
改築に係る設計業務 0 0 1 2

改築工事 9 9 10 22

計 9 9 11 24

管理保全業
務

住⺠対応等業務
：住⺠対応、事故対応、
（道路陥没等）、他工事立会 等

ー ー ー ー

問題解決業務
：不明水（雨天時侵入水対策）、

悪臭対策 等
3 2 3 3

計画的業務
：維持管理計画等に基づいた巡視・

点検・調査、清掃、修繕 等
49 35 47 47

計 52 37 50 50

その他 地震対策 7 8 9 4

総計 68 54 70 78



甲府市下水道事業の概要
処理場・ポンプ場における包括的⺠間委託
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 甲府市浄化センター等では、平成17年度から包括的⺠間委託による処理場・ポンプ場施設の維持管理をしており、第7期（令和7年度から令和
10年度まで）を実施しています。

 現在発注している「（第7期）甲府市浄化センター水処理施設運転管理等業務委託」は、次のとおりであり、包括的⺠間委託レベル2.5で発注し
ています。

項目 内容
対象施設 甲府市浄化センター（汚泥焼却施設を除く）、住吉中

継ポンプ場、池添ポンプ場
業務内容 ① 対象施設の運転操作及び監視業務

② 対象施設のユーティリティ（薬品類等）の調達及び
管理業務

③ 対象施設の水質及び汚泥分析等業務
④ 対象施設の小規模修繕業務
⑤ 対象施設（池添ポンプ場を除く）の環境測定業務
⑥ 対象施設の電気・機械・建築設備の保守点検、機

器調整等業務
⑦ 対象施設の諸業務（電気・機械・建築設備の定期

点検、場内整備、保安管理業務等）
⑧ その他の業務（施設⾒学者への対応、近隣住⺠対

応等）
契約期間 令和7年4月1日〜令和10年3月31日（3年間）

委託範囲

一定額以下の修繕のみ

甲府市浄化センター水処理施設運転管理等業務委託範囲第7期浄化センター等包括的⺠間委託の概要



R2年度からR5年度の年平均件数は約377件であり、苦情対応のうち約4割が施設の
破損・不良等による対応であり、次いで詰まり関係が多くなっています

苦情対応件数
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年度

苦情対応件数（件）

施設の破損・不良等 悪臭 詰まり
関係 冠水 除草・

伐採関係 路面不良 水路清掃
関係 その他 計

R2 180 15 70 13 0 25 9 149 461

R3 156 14 98 17 32 26 9 25 377

R4 139 9 70 11 7 14 21 75 346

R5 122 8 47 6 45 16 56 21 321

平均 149.3 11.5 71.3 11.8 21.0 20.3 23.8 67.5 376.3

合計 597 46 285 47 84 81 95 270 1505



それぞれの計画に基づき、各施設の改築更新や耐震化を進めている状況です

改築更新および耐震化の進捗状況
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項目 対象施設 進捗状況

改築更新

処理場施設

• 令和2年度に修繕・改築計画を策定しており、令和8年度までの整備計画を策定し、個別の土木、
建築、機械及び電気設備で老朽化が進んだ施設について、改築・更新を実施している。

• 令和3年度にストックマネジメント計画（第2期）で⻑期的な改築計画を策定し、施設情報の収
集・整理、リスク評価、⻑期的な改築事業シナリオの設定を⾏った。また、令和4年度から令和8

年度までの点検調査計画を策定している。

管路施設 • 令和3年度にストックマネジメント計画（第2期）で⻑期的な改築計画を策定し、施設情報の収
集・整理、リスク評価、⻑期的な改築事業シナリオの設定を⾏った。また、令和4年度から令和8

年度までの点検調査計画を策定している。
• 第1期の点検・調査のうち改築が必要な箇所は、調査延⻑に対して約10%であった。

耐震化

処理場施設
• 総合地震対策計画は現在第4期まで策定されており、計画期間はR6〜R10となっている。
• R5年度末での耐震化率は次のとおりである。

甲府市浄化センター：52%（39施設/75施設）
住吉中継ポンプ場：28.6%（4施設/14施設）
池添ポンプ場：0.0％（0施設/5施設）

• 計画では、おおむねR7〜R8で主要な施設の耐震診断は完了する予定である。

管路施設
• 総合地震対策計画は現在第4期まで策定されており、計画期間はR6〜R10となっている。
• R5年度末での耐震化率は次のとおりである。

重要な幹線等（重複除く）：31.46%（158,006m/230,528m）
• 計画では、毎年度約4.4kmの耐震診断を実施する予定である。



各管路施設はストックマネジメント計画に基づき点検・調査を個別委託で実施しており、
個別発注状況は次のとおりです

管路施設の維持管理状況
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業務範囲 管きょ マンホール マンホール蓋 マンホールポンプ

維持管理状況の概要

• ストックマネジメント計画（第
2期）に基づき、点検・調査
を個別委託で実施

• 下水道法で定められた腐食
箇所も同様に個別委託で点
検を実施

• 閉塞等の苦情が発生した場
合には、高圧洗浄等を委託

• 点検調査で重大劣化が確
認された場合には、適宜修
繕を実施

• ストックマネジメント計画（第
2期）に基づき、点検・調査
を個別委託で実施

• 下水道法で定められた腐食
箇所も同様に個別委託で点
検を実施

• ストックマネジメント計画（第
2期）に基づき、点検・調査
を個別委託で実施

• 苦情等で蓋の劣化が認めら
れた場合には、適宜取替

• ストックマネジメント計画（第
2期）に基づき、点検・調査
を個別委託で実施

計画的
業務

巡視点検

局が個別に発注
局が個別に発注 局が個別に発注

局が個別に発注
調査
清掃 ー ー
修繕 ー 局が個別に発注

維持管理情報管理 ー ー ー ー
次年度以降の提案 ー ー ー ー

ストマネ計画 局が個別に発注 ー ー ー

改築
業務

設計 局が個別に発注 ー ー ー
改築工事 局が個別に発注 ー 局が個別に発注 局が個別に発注

問題解決業務
局が個別に発注 局が個別に発注 局が個別に発注 局が個別に発注

住⺠対応業務
災害対応業務 ー ー ー ー

その他 ー ー ー ー



３．甲府市下水道事業における課題
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甲府市下水道事業における課題

各設備における標準耐用年数の状況（令和5年度末）
 令和3年度に策定した「甲府市公共下水道ストックマネジメント計画」により、処理場・ポンプ場の設備点数は2,398点（土木・建築・建築機械・

建築電気・機械・電気）となっており、約75％が標準耐用年数を超過している状況です。
 マンホールポンプ（MP）の設備点数は573点（機械・電気）であり、約57％が標準耐用年数を超過しています。
※ 「甲府市公共下水道ストックマネジメント計画」は、今年度中に改訂する予定です。
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処理場・ポンプ場の年度別取得設備点数の推移 マンホールポンプの年度別取得設備点数の推移
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甲府市下水道事業における課題

各設備における標準耐用年数の状況（令和5年度末）
 本局の下水道管きょ整備は、平成5(1993)年度から平成12(2000)年度までの期間で大規模に実施しており、合流・汚水・雨水管きょの総延⻑は

1237.3kmとなっております。
 合流・汚水管きょのうち、約8％(約100km)は令和5年度末で布設から50年を超過し、布設後30年を経過する合流・汚水・雨水管きょは全体の約

34％(約418km)なるため、適切な維持管理と改築が求められている状況です。
 管きょの標準耐用年数（50年）超過率は令和5年度末で8％程度となっている中で、修繕・改築率は2％程度です。

老朽化施設の急増課題①
20年後には約47％の合流・汚水管きょが布設50年を経過するため、適切な整備体制の構築が求められます。

参考：甲府市公共下水道ストックマネジメント計画（第2期） 参考：地⽅公営企業年鑑
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甲府市下水道事業における課題

職員数の推移
 本局における下水道事業に係る職員数は、平成29年度から令和5年度まで、年々増加傾向にあり、その中でもその他総務・管理部門は、過去5

年間で9人増えています。
 資本勘定職員は、令和2年度をピークに緩やかに減少しており、令和5年度は20人となっています。
 本局の下水道事業は、第4期の総合地震対策計画を策定し、各施設の耐震化を進めており、職員により対応すべき事項は多くなっています。

項目 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

損益勘定職員

管きょ部門 13 13 13 16 16 15 15 

ポンプ場部門 1 1 1 1 1 1 1 

処理場部門 8 8 8 9 9 8 9 

その他総務・管理部門 6 7 7 10 12 16 16 

計 28 29 29 36 38 40 41 

資本勘定職員 23 22 23 23 21 19 20 

参考：地⽅公営企業年鑑

体制補完の必要性課題②
将来的な人材不足の懸念や設計・積算ノウハウの不足を鑑み、体制の補完が求められます。

単位：人
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甲府市下水道事業における課題

事業費の推移
 本局における下水道事業に係る維持費は、平成29年度から令和3年度までおよそ1,500百万円で推移しており、年々ゆるやかな増加傾向をとって

います。また、管きょに係る建設改良費は、令和元年以降増加傾向にあり、令和5年度においては、およそ1,800百万円となっています。

項目 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
管渠費 201 194 202 202 190 192 194 

ポンプ場費 11 11 11 11 11 11 11 
処理場費 679 770 810 780 759 859 865 

その他 374 397 444 422 486 483 500 

建設改良費の推移維持管理費の推移

参考：地⽅公営企業年鑑

参考：地⽅公営企業年鑑

維持管理費・更新事業費の高騰課題③
現在も進⾏している物価上昇傾向や今後想定される改築更新費用を踏まえ、対策を⾏うことが求められます。

単位：百万円
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甲府市下水道事業における課題

課題まとめ

維持管理費・更新事業費の高騰カネ

体制補完の必要性ヒト

老朽化施設の急増モノ

ウォーターＰＰＰ導入による解決を目指す

18



４．現時点で想定している事業スキーム
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現時点で想定している事業スキーム（案）

甲府市が想定する基本方針（案）

 ウォーターＰＰＰの導入レベル
管理・更新一体マネジメント⽅式（レベル3.5）

 対象区域
体制補完による市負担の縮減を想定し、全処理区を対象とすることを想定

 対象施設
現時点では、管路施設は対象とすることを想定し、検討中

 ４要件について
①契約期間：原則10年間（令和10年度~令和19年度）

②性能発注：原則、性能発注とするが、仕様発注から段階的に性能発注の導入とすることも可とする
（業務範囲：維持管理業務の包括的⺠間委託の導入と更新計画の策定）

③一体管理：更新支援型を想定し、検討中

④プロフィットシェア：導入を想定し、検討中

20



【参考】ウォーターＰＰＰの概要
 ウォーターＰＰＰとは、水道・下水道・工業用水道分野において、公共施設等運営事業（コンセッション⽅式）に加えて、コンセッション⽅式に段

階的に移⾏するための官⺠連携⽅式として、新たに「管理・更新一体マネジメント⽅式」を含めたものとなります。
 従来の包括的⺠間委託と⽐較して、事業期間は原則として10年、性能発注が基本となります。また、修繕・維持管理が事業範囲に含まれます。

現時点で想定している事業スキーム（案）

21

出所：下水道部分野におけるウォーターＰＰＰガイドライン2.0版



 管理・更新一体マネジメント⽅式の中で、維持管理と更新を一体的に実施する「更新実施型」と更新計画案の策定やコンストラクションマネジメン
トにより地⽅公共団体の更新を支援する「更新支援型」に分類されます。

 本局においては、「更新支援型」を前提として検討を進めています。

本局では更新支援型
の導入を想定

現時点で想定している事業スキーム（案）

【参考】更新実施型と更新支援型のスキーム

22

出所：下水道部分野におけるウォーターＰＰＰガイドライン2.0版



全処理区対象区域
対象区域を全処理区として想定しています。
なお、対象施設を含め対象地区については、サウンディング調査の結果を参考に検討します。

現時点で想定している事業スキーム（案）

対象区域について
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出所：下水道部分野におけるウォーターＰＰＰガイドライン2.0版
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管路施設のみ対象施設

現時点で想定している事業スキーム（案）

対象施設について

出所：下水道部分野におけるウォーターＰＰＰガイドライン2.0版

対象施設は管路施設のみを想定しています。
なお、対象施設については、サウンディング調査の結果を参考に検討します。
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参考として各管路施設における現時点の想定委託業務は次のとおりです

【参考】管路施設の想定業務対象

25

業務範囲 管きょ マンホール マンホール蓋 マンホールポンプ 樋門

維持管理状況の概要

• ストックマネジメント計画（第2

期）に基づき、点検・調査を個
別委託で実施

• 下水道法で定められた腐食のお
それがある箇所も同様に個別委
託で点検を実施

• 閉塞等の苦情が発生した場合
には、高圧洗浄等を委託

• 点検調査で重大劣化が確認さ
れた場合には、適宜修繕を実施

• ストックマネジメント計画
（第2期）に基づき、点
検・調査を個別委託で
実施

• 下水道法で定められた
腐食のおそれがある箇所
も同様に個別委託で点
検を実施

• ストックマネジメント計画
（第2期）に基づき、点
検・調査を個別委託で実
施

• 苦情等で蓋の劣化が認
められた場合には、適宜
取替

• ストックマネジメント計
画（第2期）に基づ
き、点検・調査を個
別委託で実施

• 直営で実施

計画的
業務

巡視点検

業務対象（想定） 業務対象（想定） 業務対象（想定） 業務対象（想定） 業務対象（想定）

調査
清掃
修繕

維持管理情報管理
次年度以降の提案

ストマネ計画

改築
業務

設計
更新支援型を想定のため対象外

改築工事
問題解決業務

業務対象（想定） 業務対象（想定） 業務対象（想定） 業務対象（想定） 業務対象（想定）住⺠対応業務
災害対応業務



10年間契約期間
管理・更新一体マネジメント（レベル3.5）の要件では、事業期間は10年間を原則としており、
本事業においても10年間を想定しています。

現時点で想定している事業スキーム（案）

契約期間について

出所：下水道部分野におけるウォーターＰＰＰガイドライン2.0版
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現時点で想定している事業スキーム（案）

発注方法について

対象施設 現況 レベル3.5（更新支援型）

管路施設

マンホールポンプ 個別委託（仕様発注）

維持管理（仕様）
※仕様発注から段階的に性能発注を導入

管きょ 個別委託＋直営

マンホール本体 個別委託

マンホール蓋 個別委託

取付管 個別委託

樋門 直営

原則、性能発注発注方法
原則、性能発注としますが、仕様発注から段階的に性能発注を導入することも可とします
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５．今後のスケジュール（案）
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今後のスケジュール（案）

※本スケジュールは、あくまで検討中のものであり、今後変更する可能性があることにもご留意ください。

年度 令和7年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和9年度
（2027）

令和10年度
（2028）

導入可能性調査

事業者募集・選定

契約手続きの
実施・契約

ウォーターＰＰＰの
事業開始

アンケート調査（30日以上）

公募開始

契約

事業実施（原則10年）

公募準備

29

事業者選定

契約調整

引継ぎ


